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Ⅰ．調 査 要 領 

 
１．調査時点及び調査対象期間 
（１）調 査 時 点       平成２０年１月２５日 
（２）調査対象期間 平成１９年１０月～１２月期実績および平成２０年１月～３月期見通しについて   

調査した。 
２．調 査 対 象             
  北見市に所在する企業を対象に、製造業、建設業、卸売業、小売業、サービス業の５業種１５０社 
 を往復ハガキにより調査した。 
３．回 収 状 況             
 

     企業数 
業 種 対象企業数 回答企業数 回 答 率 

製 造 業 ３０社   ２３社 ７６．７％ 

建 設 業 ３０社   ２７社 ９０．０％ 

卸 売 業 ３０社   ２６社 ８６．７％ 

小 売 業 ３５社   ２３社 ６５．７％ 

サービス業 ２５社   １８社 ７２．０％ 

合   計 １５０社   １１７社 ７８．０％ 

 
注）本調査結果の中で、Ｄ・Ｉ値とある記号は、ディフュージョン・インデックス（景気動向指数）で 
 好転企業割合から悪化企業割合を差し引いた値を示す 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅱ . 概   況 
 

《 全 体 の 動 き 》 
 
 平成１９年度第Ⅲ四半期<１０月～１２月>の北見市における業況は、前年比で「好転企業」１４．５、

「悪化企業」５３．０、「好転」から「悪化」を差し引いたＤ・Ｉ値は△３８．５となっています。 
このＤ・Ｉ値を前年同期比と比較してみると、前年同期比△３０．７→今回３８．５と７．８ポイント

悪化、「好転企業」が１．９ポイント減少、「悪化企業」が５．９ポイント増加しており、悪化傾向を示

しています。また前期比<１９年度第Ⅱ四半期>との比較では前期△３９．６→今回△３８．５と１．１

ポイント好転で、ほぼ横ばいの状況にあります。 
 今回の業況を業種別で見ると、製造業Ｄ・Ｉ値△３４．８、建設業Ｄ・Ｉ値△３７．１、卸売業Ｄ・

Ｉ値△３４．６、小売業Ｄ・Ｉ値△３４．８、サービス業Ｄ・Ｉ値△５５．６となっており、前年同期

調査と比較すると小売業が１５．２ポイント、卸売業が１．９ポイントと好転傾向が見られたが、サー

ビス業は５．６ポイント、製造業は１６．６ポイント、建設業が２８．７ポイントと悪化傾向を示して

います。今回、サービス業以外はほぼ同数値で業種間の差がなく平均した数値でしたが、全体的には悪

化傾向を示しています。 
 また、来期の見通しを全業種で見ると「好転企業」８．６％「悪化企業」５６．４％でＤ・Ｉ値△ 
４７．８と、前年同期見通し（△３８．４）に比べ９．４ポイント悪化傾向、前期調査との比較でも４．

６ポイントの悪化傾向であり、引き続き厳しい来期見通しとなっています。 
 

《 業 種 別 の 動 き 》 
     

１）製 造 業        生 産 高        前年比で「増加企業」１３．０％、「減少企業」５６．６％、 
                    Ｄ・Ｉ値△４３．６と前年同期に比べ３０．０ポイントの大幅

な悪化、前期調査との比較でも１４．４ポイント悪化してお

り、前期に引き続き悪化傾向を示しています。 
           採   算   前年比で「好転企業」１３．０％、「悪化企業」４７．９％、 
                    Ｄ・Ｉ値△３４．９と前年同期に比べ６．１ポイントの好転、

前期調査との比較でも１１．０ポイント好転、生産高は悪化

しているものの、採算性はここにきて好転傾向を示しました。 
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△６０．９、生産高Ｄ・Ｉ値△６０．９、資 
                    金繰りＤ・Ｉ値△４７．９と、前年同期に比べ全てのＤ・Ｉ

値は大幅な悪化を示しており、前期調査との比較でも資金繰

り D・I 値は若干好転しているものの業況・生産高 D・I 値は

大幅な悪化を示しており、数値も高く厳しい見通しとなって

います。 
 

２）建 設 業        完成工事高   前年比で「増加企業」２２．２％、「減少企業」５９．３％、 
                    Ｄ・Ｉ値△３７．１と前年同期に比べ４１．３ポイントの大幅



な悪化を示しているが、前期調査との比較では１４．８ポイ

ントの好転と、数値はまだ高いものの回復の傾向を示してい

ます。 
           採   算   前年比で「好転企業」１８．５％、「悪化企業」５１．９％ 
                   Ｄ・Ｉ値△３３．４と前年同期に比べ１７．８ポイントの悪化

を示しているものの、前期調査との比較では３３．３ポイント

の大幅な好転傾向を示し、回復の傾向を示しています。 
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△６３．０、完成工事高Ｄ・Ｉ値△５１．９、 
                  資金繰りＤ・Ｉ値△５５．６と前年同期に比べ全ての D・I 値

が１４～２７ポイントの悪化傾向を示しています。前期調査と

の比較では、業況・完成工事高Ｄ・Ｉ値が改善傾向を示したも

のの資金繰り D・I 値が若干悪化傾向を示し、まだ数値も高く、

依然として厳しい来期見通しとなっています。 
 
３）卸 売 業   売 上 高   前年比で「増加企業」２３．１％「減少企業」５０．０％、 
                  Ｄ・Ｉ値△２６．９と前年同期に比べ８．７ポイントと悪化傾

向を示しています。また、前期調査との比較でも４６．２ポイ

ントの大幅な悪化傾向を示しており、ここにきて悪化傾向を示

しています。 
             採   算   前年比で「好転企業」           １５．４％、「悪化企業」３８．５％、 
                    Ｄ・Ｉ値△２３．１と前年同期に比べ８．８ポイントの好転傾

向を示しています。また、前期調査との比較では３．１ポイン

トの悪化傾向を示しており、ここにきて若干厳しい兆しがみえ

つつある状況となっています。 
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△３４．６、売上高Ｄ・Ｉ値△１１．６、資金 

                  繰りＤ・Ｉ値△２７．０と前年同期に比べ売上高Ｄ・Ｉ値が好

転、業況・資金繰り D・I 値が悪化を示しています。前期調査

との比較では全て悪化で、特に業況・資金繰り D・I 値共に２

３ポイント以上の大幅な数値を示し、ここにきて数値は低いも

のの厳しさがみえつつある来期見通しとなっています。 
                

４）小 売 業   売 上 高   前年比で「増加企業」２６．１％「減少企業」５２．２％、 
                  Ｄ・Ｉ値△２６．１と前年同期と比べて８．９ポイントと好転

傾向を示しています。また、前期調査との比較でも３３．０ポ

イントと大幅な好転を示し、回復の傾向を示しています。 
           採   算   前年比で「好転企業」１７．４％「悪化企業」４７．８％、 
                  Ｄ・Ｉ値△３０．４と前年同期と比べ１１．７ポイントの好転

傾向を示しております。前期調査との比較でも１９．６ポイン

トと大幅な好転傾向を示し、売上高Ｄ・Ｉ値同様回復傾向を示



しました。 
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△２１．８、売上高Ｄ・Ｉ値△１８．１、資金 
                   繰りＤ・Ｉ値△１３．１と、前年同期と比べ全ての D・I 値が

３３～３７ポイントの大幅な好転傾向を示しています。前期調

査との比較でも全ての D・I 値が１３～１９ポイントの好転傾

向を示しており、明るさのみえる来期見通しとなっています。 
           
５）サービス業   売 上 高   前年比で「増加企業」５．６％、「減少企業」６１．１％、 
                   Ｄ・Ｉ値△５５．５と前年同期と比べ５．５ポイントの悪化傾

向を示しています。また、前期調査との比較では３．３ポイ

ントの好転傾向を示しておりますが、数値は高く引き続き厳

しい傾向にあります。 
           採   算   前年比で「好転企業」０．０％、「悪化企業」７２．２％、 

                   Ｄ・Ｉ値△７２．２と前年同期と比べ９．７ポイントと悪化、

前期調査との比較でも２８．３ポイントと大幅な悪化を示して

おり、数値も大変高く依然として厳しい経済環境を示していま

す。 
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△６１．０、売上高Ｄ・Ｉ値△６６．６、資金 

                   繰りＤ・Ｉ値△４４．４と前年同期と比べＤ・Ｉ値はすべて悪

化、前期調査との比較では売上Ｄ・Ｉ値は悪化傾向、業況・資

金繰りＤ・Ｉ値は改善傾向を示しているものの数値は高く、依

然として大変厳しい来期見通しとなっています。 



業　況　（前年同期比）
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全業種 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

全業種 -32.1 -35.2 -30.7 -26.3 -33.7 -39.6 -38.5

製造業 -38.9 -27.3 -18.2 -20.0 -30.4 -37.4 -34.8

建設業 -56.6 -29.2 -8.4 -15.5 -26.0 -51.9 -37.1

卸売業 -19.1 -40.8 -36.5 -18.2 -16.7 -11.5 -34.6

小売業 -15.5 -30.0 -50.0 -41.6 -49.9 -54.6 -34.8

サービス業 -16.7 -52.9 -50.0 -41.1 -50.0 -47.0 -55.6

（18.4～6） （18.7～9） （18.10～12） （19.1～3） （19.4～6） （19.7～9） （19.10～12）

１８年度Ⅰ １８年度Ⅱ １８年度Ⅲ １８年度Ⅳ １９年度Ⅰ １９年度Ⅱ １９年度Ⅲ

（ＤＩ値）

 



業 種 別   経 営 上 の 問 題 点            
 

１ 位 ２ 位 ３ 位 ４ 位 ５ 位 

製 造 業 諸 経 費 増        得 意 先 減 少        同業者間の競合 人 材 不 足 人 件 費 増        

建 設 業 同業者間の競合 得 意 先 減 少        諸 経 費 増        人 件 費 増        人 材 不 足 

卸 売 業 諸 経 費 増        得 意 先 減 少        同業者間の競合 人 材 不 足 人 件 費 増        

小 売 業 得 意 先 減 少        諸 経 費 増        同業者間の競合 人 材 不 足 人 件 費 増        

サービス業 同業者間の競合 諸 経 費 増        得 意 先 減 少        人 件 費 増        人 材 不 足 

合   計 同業者間の競合 得 意 先 減 少        諸 経 費 増        人 件 費 増        人 材 不 足 

※ 問題点は、各業種とも３つ選択。 
○ 前年同期と比較すると、全体の順位は同じだが「同業者間の競合」「得意先減少」ともに減少し、「諸

経費増」が若干増加している。業種別では、「同業者間の競合」は製造業・卸売業が減少し、建設業は増

加している。但し、全体では同業者間の競合が一番多いので、業種別の結果に差があることが示された。 
  全体を通して、諸経費増（原油高騰等による仕入値の高騰）の増加が目立ってきたのが特徴である。 
 
※その他及び具体的な業界の問題点の記載事項 
（製造） ○設備資金調達の問題（印刷） 
     ○建設業の不振・大幅減少により仕事量の激減（木工） 
     ○部品・鋼材・油脂等仕入高騰（鉄工） 
 
（建設） ○資材価格上昇（建設） 
     ○近郊の住宅建築・大規模店舗等新築物件の減少と、地方出張による経費の増加（板金） 
 
（卸売） ○人口減にともなう市場の減少（鋼材） 
     ○競争激化（事務用品） 
     ○経費軽減措置の検討（原材料の値上げによる仕入れの上昇を販売価格に転嫁しきれないた

め）（肥料） 
     ○仕入れ価格の高騰（石油） 
 
（小売） ○購入対象者所得減少による受注減少（農機具） 
     ○同業者減による売上減少（家具） 
     ○得意先の直接販売による得意先減少（スポーツ） 
 
（サービス）○経費増加（最低賃金上昇に伴う人件費増、仕入れ値増加の為）（仕出し） 


